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ポーランド週報 
（２０２４年４月２５日～２０２４年５月８日） 

令和６年（２０２４年）５月１０日 

H E A D L I N E S 

政治 
内閣改造関連報道 

欧州議会選挙情勢 

下院外務委員会委員長インタビュー記事 

ＥＵ加盟に関するポーランド人の評価についての世論調査結果の発表 

下院議長インタビュー記事 

憲法記念日祝賀式典の実施 

地方選挙を経て一部の県議会でサプライズ発生 

上院議員補欠選挙関連報道 

イスラエル・ガザ情勢に関するポーランド人の評価についての世論調査結果の発表 

シコルスキ外相の外交所信表明演説 

ガザ地区で拘束されている人質の解放を求める共同声明の発表 

Ｋ２３９多連装ロケットシステム供給に関する第２回契約に調印 

ドゥダ大統領のリトアニア訪問 

コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣とマールズ豪副首相兼国防大臣との会談 

ポーランドによるＥＵ加盟２０周年 

シコルスキ外相とベアボック独外相のＥＵ加盟２０周年式典参加 

コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣の「５月２日国旗の日」式典参加 

ロシアによるサイバー空間における悪意ある行動に関する声明の発表 

シコルスキ外相の米国訪問 

ドゥダ大統領とゼレンスキー・ウクライナ大統領との電話会談 

ＥＵ条約第７条手続きの終了に関するフォン・デア・ライエン欧州委員会委員長の発言 

Defence24Days フォーラムの開催 

トゥスク首相とフォン・デア・ライエン欧州委員会委員長による「欧州のための計画」の発表 
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経済 
金融政策決定会合、公定金利を６．７５％に据え置き 

欧州魅力度調査で、ポーランドは６位 

ポーランド大手飲料メーカーがデポジット制度の合弁会社を設立 

ポーランド国営空港会社がショパン空港の拡張を発表 

中古電気自動車と充電ステーションに対するＥＵ補助金 

旧与党、気候・環境大臣に対する不信任案を提出 

ＩＡＥＡによるポーランドの原子力発電計画に対する評価 

ＰＳＥは風力発電を抑制 

電気自動車の購入、リース、レンタルへの補助金計画 

エネルギー消費者を支援する新たな措置に関する法案を採択 

ＣＣＳに関するボレスタ副大臣発言 

ポーランド初の原発稼働計画を２０４０年に後ろ倒し 

石炭資産分離の政府決定 

国立研究開発センターにおけるポーランドの企業や科学者に対するＥＵ資金 

ポーランド国内の鉱床でウランを発見 

ＡＧＨクラクフ大学と芝浦工業大学の協定署名２０周年 

 



 - 2 - 

治安等 
２０２２年における人口あたりの刑務所収容者数がＥＵ加盟国内で２番目に 

国営石油・ガス会社Ｏｒｌｅｎのスイス子会社社長とシーア派組織「ヒズボラ」との関係等に関する報道 

ワルシャワ市内におけるユダヤ教礼拝施設の襲撃事案 

ポーランドの裁判官がベラルーシへ亡命 

カトヴィツェ市における欧州経済会議の会場で盗聴器が発見 

トゥスク首相が特務機関調整評議会を招集 

ポーランド国境警備隊がロシア軍亡命者を拘束 

ロシア情報機関と関係するハッカー集団「ＡＰＴ２８」によるマルウェア攻撃 

 

大使館からのお知らせ 
クラクフ領事出張サービスのご案内（２０２４年５月２５日（土）） 

能登半島地震災害義援金について（ポーランド国内の口座） 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

「在留届」の提出及び「たびレジ」への登録のお願い 

マイナンバーカード取得について 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 

旅券のオンライン申請等の開始について 
大使館広報文化センター開館時間 

文化行事・大使館関連行事 

 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８、 ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ 

http://www.pl.emb-japan.go.jp 

 

政   治 

 

内閣改造関連報道【４月２６日・４月２９日・５月８日・

５月９日】 

４月２６日、ガゼタ・ヴィボルチャ紙は、５月１０日に

行われる内閣改造に関連して、閣僚人事について報

じた。同紙によれば、欧州議会選挙に出るため既に

辞意を表明したシェンキェヴィチ文化・国家遺産大臣

に加え、欧州議会選挙に臨むキェルヴィンスキ内

務・行政大臣やブトカ国有財産大臣は、後任が決ま

るまでは職務を遂行する。同紙が報じたところでは、

コヴァル下院外務委員会委員長が文化・国家遺産

大臣に、シェモニャク首相府大臣兼特務機関調整官

が内務・行政大臣に、クロピヴニツキ国有財産副大

臣が国有財産大臣に就任するのではないかという噂

が流れているという。なお、内務・行政大臣に特務機

関調整官を兼務させるアイディアも出てきているよう

だ。 

４月２９日、ジェンニク・ガゼタ・プラヴナ紙は、シェ

モニャク首相府大臣兼特務機関調整官の内務・行政

大臣就任を複数の閣僚が認めたと報じた。また、同

紙によれば、文化・国家遺産大臣としては、コヴァル

下院外務委員会委員長、ヴィロビェツ文化・国家遺

産次官、キダヴァ＝ブウォンスカ上院議長の名前が

挙がっているが、最終的な決定は下されていない。

さらに、同紙は、グラビェツ首相府長官かクロピヴニ

ツキ国有財産副大臣が国有財産大臣に就任するか

もしれないが、まだ不透明だと述べた。なお、同じく

欧州議会選挙に出るヘトマン開発・技術大臣の後任

としては、パシク下院「農民党」（ＰＳＬ）院内総務が有

力だと同紙は報じた。 

 ５月８日、トゥスク首相は、ドゥダ大統領のスケ

ジュールの関係により、５月１０日に４名の閣僚の辞

表提出を受理して新しい閣僚が誰になるか発表する

ものの、ドゥダ大統領による任命式が行われるのは

翌週になると明らかにした。 

 ５月９日、コラルスキ大統領府国務大臣は、ドゥダ

大統領は５月１３日に１０時３０分に内閣改造を行い、

任命式を行うと発表した。なお、クリムチャク・インフ

ラ大臣は、内閣改造は欧州議会に出る副大臣には

影響を及ぼさないと述べた。 

 

欧州議会選挙情勢【４月２７日・４月３０日・５月２日】 

４月２７日、ワルシャワにおいて、「法と正義」（ＰｉＳ）

は、「ＥＵ条約改正に直面する自由なポーランド人」と

いうスローガンを唱えながら、「白と赤」（注：ポーラン

内    政 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/
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ド国旗の色であり、ポーランド語でポーランド人を指

すこともある。）の党大会を開いた。ＰｉＳは、ＥＵのグ

リーン・ディールや移民政策、通貨ユーロに対して異

論を唱え、ポーランドの主権を守ると発表した。また、

ＰｉＳは、欧州議会選挙に出る候補者が必ず署名しな

ければならない宣誓書を公表した。宣誓書には７項

目が含まれており、グリーン・ディールの無効化、移

民政策の停止、ＥＵ条約改正の阻止、自国通貨ズロ

チの保護、ＥＵにおけるポーランドの農村の利益確

保、安全保障の強化と軍備増強、ポーランドの自由

の保護で構成されている。カチンスキＰｉＳ党首は、

ポーランドの主権の保護とポーランド人の自由の確

保が極めて重要だとの旨を述べ、ＥＵが主導する政

策はポーランドの国益に反すると語った。さらに、Ｐｉ

Ｓから欧州議会選挙に出る候補者について、カチン

スキ党首は、「強力なチーム」だと述べ、ＰｉＳはヤツェ

ク・サリウシュ＝ヴォルスキ欧州議会議員を欧州委

員会委員候補に挙げると発表した。 

４月２７日、「左派」も党大会を開き、各選挙区で１

番目として名簿に載る人物と選挙活動スローガン

「あなたのための欧州」を発表した。「左派」は、ＥＵ

における庶民の権利を守るために選挙を戦うと述べ、

欧州住宅基金の創設やクリーンなエネルギーの活

用を通じたエネルギー移行の推進などを公約に掲げ

た。「左派」からは、ビェドロン欧州議会議員（「新左

派」共同党首）、ベルカ欧州議会議員（元首相）、チモ

シェヴィチ欧州議会議員（元首相）、シェイナ外務副

大臣、シミシェク法務副大臣、ショイリング・ヴィーグ

ルス文化・国家遺産副大臣、ジュコフスカ「左派」下

院院内総務らが欧州議会選挙に出ることが発表され

た。 

４月３０日、「第３の道」（ＴＤ）の指導者たちは、

「ポーランド２０５０」と「農民党」（ＰＳＬ）から欧州議会

選挙に出る候補者リストを発表した。コボスコ下院Ｅ

Ｕ委員会委員長（「ポーランド２０５０」副党首）、カミン

スキ上院副議長（ＰＳＬ）、ヘトマン開発・技術大臣（Ｐ

ＳＬ）、ザレフスキ国防副大臣（「ポーランド２０５０」）ら

が欧州議会選挙に出馬する。ホウォヴニャ「ポーラン

ド２０５０」党首（下院議長）は、「ポーランドによるＥＵ

加盟以来、今回の欧州議会選挙は最も重要である。」

と述べ、「ＴＤが目的に掲げるのは、欧州における強

いポーランドの発展である。」と強調した。また、ホ

ウォヴニャ党首は、ＴＤの要求の一つは、原子力エネ

ルギーをクリーンなエネルギー源として認めさせるこ

とであると明らかにした。コシニャク＝カミシュＰＳＬ党

首（副首相兼国防大臣）は、ＥＵはＮＡＴＯと協力しな

ければならないと述べ、「我々やポーランドと欧州の

次世代にとって、安全保障や平和ほど重要な問題は

ない。」と語り、「ＥＵは欧州、特に東方フロントにとっ

ての安全保障の要素でなければならない。そして、

安全保障とは、欧州全体の兵器産業の発展のことを

指しており、直接的な脅威にさらされているという

モードへスイッチすることである。」と強調した。また、

コシニャク＝カミシュ党首は、ＰＳＬと「ポーランド２０５

０」の欧州議会議員は、欧州議会では様々な会派に

所属することになると強調した。 

５月２日、キェルツェにおいて、ＰｉＳは、欧州議会

選挙に出る候補者の全貌を明らかにした。ＰｉＳから

は、シドゥウォ欧州議会議員（元首相）、フォティガ欧

州議会議員（元外相）、ブルジンスキ欧州議会議員

（元内相）、ヴァシチコフスキ欧州議会議員（元外相）、

ビェラン欧州議会議員、フォギェル元下院外務委員

会委員長、ドヴォルチク元首相府長官、ミュレル元政

府報道官、ブダ元開発・技術大臣、マロング元家族・

社会政策大臣、プダ元基金・地域政策大臣、ボルト

ニチュク元スポーツ・観光大臣、テルス元農相、カミ

ンスキ元内相、ヴォンシク元副内相、オバイテク元オ

ルレン社長、クルスキ元ポーランド国営放送（ＴＶＰ）

総裁、ボヘンスキ元マゾヴィエツキエ県地方長官、コ

ラルスキ大統領府国務大臣のほか、多くの著名な人

物が選挙に出ることがわかった。 

５月２日をもって、国家選挙委員会（ＰＫＷ）に各グ

ループが候補者を登録する締切期日を迎え、各グ

ループの布陣が固まった。 

 

下院外務委員会委員長インタビュー記事【４月２９日】 

４月２９日、ジェチポスポリタ紙は、コヴァル下院外

務委員会委員長（「市民連立」（ＫＯ）所属、ポーラン

ド・ウクライナ復興政府全権委員兼務）のインタ

ビュー記事を掲載した。コヴァル委員長が述べた概

要は次のとおり：（１）欧州議会選挙では、安全保障

が争点になる。我々はプーチン露大統領からの大き

なプレッシャーにさらされている。各国でプーチン大

統領に共鳴する政党が活動しており、欧米諸国が失

敗を犯して西側の同盟が瓦解することを強く期待し

ている。対する我々は、「（ウクライナへ）武器を供与

する。なぜなら、ポーランドの安全保障にも関係して

いるからである。我々はＥＵを守り、米国とのきずな

を深めていく。」と述べなければならない。（２）モラ

ヴィエツキ前首相（「法と正義」（ＰｉＳ）所属）は、４月

下旬にブダペストで開かれた保守政党会議（ＣＰＡＣ）

に出席した。ＣＰＡＣは、プーチン大統領に共感して

いる各国政党の集まりである。モラヴィエツキ前首相

は、プーチン大統領の考えを欧州中に広め、トランス

アトランティックやユーロアトランティックの結びつき

を損なう集会に参加していたのである。つまり、ＰｉＳ

に投票するということは、プーチン大統領に投票する

ことと同等である。（３）我々は、既に戦争前かつ平和

後の時代を生きているのである。ウクライナでプーチ

ン大統領を止めなければ、我々の近くまで、つまりＥ

Ｕ・ＮＡＴＯの境でもあるポーランド国境まで迫ってくる

であろう。我々西側諸国にとっての共通の戦争として

捉えなければ、ポーランドにとってはより近くで戦争

が行われることになるかもしれない。ウクライナに対

してより支援を行わなければならない。 
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ＥＵ加盟に関するポーランド人の評価についての世

論調査結果の発表【４月２９日】 

４月２９日、ジェンニク・ガゼタ・プラヴナ紙は、ポー

ランドによるＥＵ加盟２０周年に関するポーランド人

の評価についての世論調査結果を発表した。ポーラ

ンド人の４２％が肯定的に、２８％がどちらかといえ

ば肯定的に、１５％がどちらかといえば否定的に、

７％が否定的にＥＵ加盟を評価していることがわかっ

た。なお、ポーランド人の８％は特定の意見を持って

いなかった。連立与党「市民連立」（ＫＯ）や「第３の

道」（ＴＤ）、「左派」の支持者については、合計で９

９％（８５％が肯定的、１４％がどちらかといえば肯定

的に評価）がＥＵ加盟を肯定的に評価している反面、

最大野党「法と正義」（ＰｉＳ）や極右グループ「同盟」

の支持者については、ＥＵ加盟を肯定的に評価する

のは合計で５０％（３％が肯定的、４７％がどちらかと

いえば肯定的に評価）であり、３９％がどちらかとい

えば否定的に、７％が否定的に評価していた。 

 

下院議長インタビュー記事【５月２日】 

５月２日、ジェチポスポリタ紙は、ホウォヴニャ下院

議長（「ポーランド２０５０」党首）のインタビュー記事

を掲載した。ホウォヴニャ下院議長は、２０２５年の

大統領選挙に出るかどうかまだ決めていないと述べ、

本年の９月か１０月には決断を行うと明らかにした。

ホウォヴニャ下院議長によれば、議会における下院

議長としての職務を果たすのが好きになってしまっ

た点も考慮に入れているという。また、ホウォヴニャ

下院議長は、妊娠中絶自由化のための法改正案に

ついて、審議を行う日程を地方選挙よりも後に延期

していなければ、廃案になっていたであろうと述べ、

自身が下した決定の正しさを強調した。 

 

憲法記念日祝賀式典の実施【５月３日】 

５月３日、ワルシャワの王宮広場において、憲法

記念日祝賀式典が執り行われ、ドゥダ大統領夫妻を

はじめ議会・政府要人などが参列した。演説を行っ

たドゥダ大統領は、「あらゆる犠牲を払ってでもポー

ランドの主権と独立を守ることが今日の我々に課せ

られた最大かつ最重要な義務である。」と強調し、ウ

クライナ情勢の文脈における軍の整備や防衛力の

増強、エネルギー安全保障の確保、経済・投資・貿

易の促進、原子力発電所の設置や新中央国際空港

（ＣＰＫ）の建設などを念頭に置いたインフラ整備プロ

ジェクトの継続などの重要性を訴えた。 

 

地方選挙を経て一部の県議会でサプライズ発生【５

月６日・５月７日】 

５月６日、マウォポルスキエ県議会が開かれ、県

知事選挙が行われた結果、「法と正義」（ＰｉＳ）の推

薦を受けたクミタ氏（現下院議員・元マウォポルスキ

エ県地方長官）は、定数３９議席のうち１３票しか得ら

れず、県知事に選ばれることができなかった。４月に

行われた地方選挙では、ＰｉＳが２１議席、「市民連立」

（ＫＯ）が１２議席、「第３の道」が６議席を得ていたた

め、ＰｉＳの中にも造反議員が存在していたことがわ

かる。 

５月７日、ポドラスキエ県議会が開かれ、予想に反

してＫＯのプロコリム氏が定数３０議席のうち１６票を

得てポドラスキエ県知事に、ＴＤのチェシルコフスキ

氏が定数３０議席中１７票を集めてポドラスキエ県議

会議長に選ばれた。地方選挙を経て、ポドラスキエ

県議会では、「法と正義」（ＰｉＳ）が１５議席、ＫＯが８

議席、ＴＤが６議席、「同盟」が１議席を得ていたため、

ＰｉＳがポドラスキエ県で権力を失ったのは驚きをもっ

て報じられた。 

 

上院議員補欠選挙関連報道【５月７日】 

５月７日、ジェチポスポリタ紙は、本年４月に行わ

れた地方選挙結果に鑑み、「左派」のククツキ上院

議員がヴロツワヴェク市長に就任することになった

ため、上院議員補欠選挙が実施されることになると

報じた。ククツキ上院議員が有していた議席は４月２

２日付けで失効しており、法律に則れば７月２１日ま

でに補欠選挙が行われなければならない。補欠選挙

の実施対象となる選挙区は、クヤフスコポモルスキ

エ県の一部であり、同紙によれば通称「スイング・ス

テート」にあたるため、必ずしも現連立与党が勝利を

収めるとは限らないという。 

 

イスラエル・ガザ情勢に関するポーランド人の評価に

ついての世論調査結果の発表【５月７日】 

５月７日、ジェチポスポリタ紙は、世論調査期間ＩＢ

ＲｉＳが実施したイスラエル・ガザ情勢に関するポーラ

ンド人の評価についての世論調査結果を発表した。

６６．７％がポーランドは中立を保つべきだとの考え

を示し、イスラエル側につくべきだと述べたのはわず

か６．０％、パレスチナ側に立つべきだと思っている

のは１１．９％であった。 

 

シコルスキ外相の外交所信表明演説【４月２５日】 

４月２５日、シコルスキ外相は、下院において、

ポーランド国会議員や当地駐在外交団らに対し、外

交所信表明演説を行った。演説でシコルスキ外相

は、①安全なポーランド（a safe Poland）、②強いＥＵ

における強いポーランド（a strong Poland in a strong 

European Union ）、③グローバル共同体での積極的

で責任あるポーランド（an active and reliable Poland 

in the global community）、④専門的で非政治的な外

交当局の再建と、ポーランドの外交政策を創造する

中心として果たすべき役割が法令で規定された外務

省の復活（the reconstruction of a professional and 

外交・安全保障 
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apolitical foreign service and restoration of the 

MFA’s statutory role as the centre that shapes 

Poland’s foreign policy.）を外交目標に掲げた。 

  

ガザ地区で拘束されている人質の解放を求める共

同声明の発表【４月２５日】 

４月２５日、ポーランド外務省は、アルゼンチン、

オーストリア、ブラジル、ブルガリア、カナダ、デン

マーク、フランス、ドイツ、ハンガリー、ポルトガル、

ルーマニア、セルビア、スペイン、タイ、英国、米国と

共同で、ガザ地区で拘束されている人質の解放を求

める声明を発表した。声明では、ガザでハマスに拘

束されている人質の即時解放を求めると共に、調停

努力を支持し、中東地域の平和と安定を早期にもた

らすことを要請している。 

 

Ｋ２３９多連装ロケットシステム供給に関する第２回

契約に調印【４月２５日】 

４月２５日、ポーランド国防省は、７２基の多連装ロ

ケットシステム（韓国名「Ｋ２３９」）と戦術誘導ミサイ

ル（射程８０～２９０ｋｍ）数千発の供給に関する２回

目の契約が、ポーランド及び韓国国防省間で締結さ

れたと発表した。 

締結された契約により、ポーランドの防衛産業は

大きく発展する可能性がある。取得した技術により、

システムの一部製造、修理に必要な交換部品を生

産する能力が確立予定である。また、ポーランドで生

産される１２２ｍｍロケット弾の使用可能となる発射

装置及び輸送コンテナを製造する技術を獲得予定と

している。 

 

ドゥダ大統領のリトアニア訪問【４月２５日～２６日】 

４月２５日から２６日にかけて、ドゥダ大統領は、リ

トアニアを訪問した。ドゥダ大統領は、ナウセーダ・リ

トアニア大統領と会談を行うと共に、「ブレイブ・グリ

フィン２４」相互防衛演習を視察した。また、ドゥダ大

統領は、カウナスにて、ポーランドとリトアニアのＥＵ

加盟２０周年を記念して開催された「ヨーロッパ・

フォーラムのアイディア」という会議に参加した。 

 

コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣とマールズ

豪副首相兼国防大臣との会談【４月２６日】 

４月２６日、首相府において、コシニャク＝カミシュ

副首相兼国防大臣とマールズ豪副首相兼国防大臣

との二国間会談が行われた。ポーランドとオーストラ

リアの会談では、ウクライナ戦争を含むグローバル

な安全保障、軍の近代化、サイバーセキュリティ問

題、長期的軍事協力について話し合われた。 

 コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣は、「特に

防衛産業に焦点を当てた貿易の発展の可能性につ

いても協議、協力していく。展示会等に参加するだけ

でなく、防衛産業の発展に関連した共同提案を互い

の国に用意する。加えて、ポーランドとオーストラリア

軍が経験を交換することが重要である。例えばポー

ランドが最近購入したＦ―３５戦闘機のような最新装

備の使用について、経験を交換する予定である。 

オーストラリアはこの点で素晴らしい経験を持ってい

る。我々はその恩恵を受けることができる。」と強調

した。 

 

ポーランドによるＥＵ加盟２０周年【５月１日】 

５月１日、ポーランドによるＥＵ加盟２０周年を迎え

た。ドゥダ大統領は国民に向けた演説を行い、ポー

ランドがＥＵに加盟してからの２０年間は、ポーランド

にとってとても良い時期であったのであり、今も良い

時期であり続けていると強調した。また、ドゥダ大統

領は、２０２５年前半のポーランドによるＥＵ議長国就

任に向け、ポーランドは、①ＥＵと米国の協力深化と

世界の安全保障の強化、②ウクライナ、モルドバ、西

バルカン諸国のＥＵ加盟とウクライナ復興支援、③エ

ネルギー移行と環境保全の３点を主要目標に掲げる

と発表した。さらに、ドゥダ大統領は、ポーランドのＥ

Ｕ議長国就任に関連して、ポーランドは２つのサミッ

ト（ＥＵ・米国とＥＵ・ウクライナ）を主催すべきだと述

べた。トゥスク首相も、２０年間にわたりポーランドが

経済発展を遂げてきたことを強調した。同時に、トゥ

スク首相は、ＥＵは課題を抱えているとも述べ、ポー

ランドは移民移転メカニズムを容認しないと述べた。

また、トゥスク首相は、６月９日に迫る欧州議会選挙

にも触れて、同選挙はポーランドとＥＵ全体の将来に

とって極めて重要な選挙であると強調した。さらに、

トゥスク首相は、ポーランドの法の支配、経済成長に

ついて述べると共に、ポーランドが立ち向かう課題で

ある国境管理やグリーン・ディール政策、農家の利

益の確保について言及した。 

 

シコルスキ外相とベアボック独外相のＥＵ加盟２０周

年式典参加【５月１日】 

５月１日、シコルスキ外相は、ポーランドと独との

国境であるスウビツェとフランクフルト・アン・デア・

オーダー（オーデル橋）で開催されたＥＵ加盟２０周

年式典に、ベアホック独外相と共に参加した。イベン

トでシコルスキ外相は、ＥＵではドイツ人もポーランド

人も安全であり、共に欧州の形と西洋文化全体を形

作っていくのだと強調した。両外相は、ＥＵ加盟当時

の両国外相達と共に、ポーランドのＥＵ加盟を記念し

た写真展を見学しながら、オーデル橋を渡った。式

典の最後には、欧州大学ヴィアドリナ校の学生との

ディスカッションも行われた。 

 

コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣の「５月２日

国旗の日」式典参加【５月２日】 

５月２日、コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣

は、ブジェスコ（マウォポルスキエ県）で開催された

ポーランド共和国国旗の日の式典に参加した。式典
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で、コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣は、兵士

に勲章を授与し、「無名兵士の碑」に献花した。コシ

ニャ＝カミシュ副首相兼国防大臣は、「ポーランド軍

兵士は、特別な方法で国旗を携帯している。国旗を

毎日肩に担ぐことは名誉なことであり、あなたのもの

であり、あなたの家であり、あなたの祖国なのだ。赤

と白の旗を肩にかけ、それを胸に抱くとき、あなたは

誇りを持って祖国に奉仕していると言うことができる。

この日、私は、軍種を問わず国内及び平和維持活動、

ＮＡＴＯの在外任務に従事するすべてのポーランド軍

兵士に感謝する。皆さんの祖国への献身と犠牲に感

謝する。あなた方は私たちの英雄であり、私たちは

あなた方を非常に誇りに思う。あなた方は誇りを持っ

て国旗を掲げ、私たちに誇りを与えてくれる。」と式典

で語った。 

 

ロシアによるサイバー空間における悪意ある行動に

関する声明の発表【５月３日】 

５月３日、ポーランド外務省は、ロシアによるサイ

バー空間における悪意ある行動に関する声明を発

表した。ポーランドは、独及びチェコの政党及び民主

的機関に対する悪質なサイバー活動を受けて、独及

びチェコと連帯する。両国は、ロシアによるサイバー

活動はロシアが支配する「Advanced Persistent 

Threat 28」（ＡＰＴ２８）による犯行であると公言してい

る。ポーランドもまたＡＰＴ２８の標的の一つであり、ロ

シアによる反復的で容認できない悪質なサイバー活

動を強く非難している。 

 

シコルスキ外相の米国訪問【５月３日～５日】 

５月３日から５日にかけて、シコルスキ外相は、米

国を訪問した。米国では、シコルスキ外相は、政府

関係者やシンクタンクとの会談を行い、安全保障を

含むポーランド・米国間の協力、ロシアによるウクラ

イナ侵略、ワシントンで行われるＮＡＴＯ首脳会合の

準備などについて話し合った。 

 

ドゥダ大統領とゼレンスキー・ウクライナ大統領との

電話会談【５月６日】 

５月６日、ドゥダ大統領は、ゼレンスキー・ウクライ

ナ大統領との電話会談を行った。ドゥダ大統領は、

電話会談において、スイスで開催される平和サミット

への参加を宣言したことをＸのプラットフォームで公

表した。 

  

ＥＵ条約第７条手続きの終了に関するフォン・デア・ラ

イエン欧州委員会委員長の発言【５月６日】 

５月６日、フォン・デア・ライエン欧州委員会委員長

は、ポーランドに対するＥＵ条約第７条に基づく手続

きを終了する予定であることを明らかにした。加盟国

に送付される報告書の中で、欧州委員会は、ポーラ

ンドの法の支配に関する状況についての調査を終了

し、ＥＵ条約第７条の範囲内での「重大な違反の明確

な危険性（a clear risk of a serious breach）はもはや

無い」と判断したと結論づけている。ポーランドの親Ｅ

Ｕ的な新連立政権は、その発足以来、ボドゥナル法

相が発表した「法の支配の回復に関する行動計画」

を実施しており、その成果はブリュッセルでも高く評

価されている。ヨウロヴァー欧州委員会副委員長

は、５月２１日のＥＵ閣僚理事会において、欧州委員

会の意見を提出する予定である。その後、ＥＵ条約

第７条手続きの開始要請は、同理事会の議題から

除外されることとなる。ＥＵ条約第７条手続きが終了

すれば、ポーランドが欧州の規制に従うことを前提

に、国家復興計画（ＫＰＯ）のもとでポーランドに割り

当てられた欧州復興基金の数十億ユーロが放出さ

れることとなる。 

 

Defence24Days フォーラムの開催【５月６日～７日】 

５月６日から７日にかけて、ワルシャワで

Defence24Days フォーラム防衛産業展が開催され、

コシニャク＝カミシュ副首相兼国防大臣などの政府

関係者が出席した。 

 フォーラムの議題は、欧州の安全保障におけるＮＡ

ＴＯとＥＵの役割、ポーランド軍の近代化、防衛産業

の育成、現代戦における技術革新等について話し合

われ、ロシアの拡大する脅威に対する抑止の必要性

について議論された。 

開会式において軍の新たに編制される「トランス

フォーメーション・コマンド（仮訳「教育訓練研究司令

部」）」の創設が発表された。上記司令部は、ウクライ

ナ戦争での教訓やドローン、サイバー、ＡＩなどの技

術的趨勢を教育訓練に迅速に反映させることを目的

としている。 

また、ベイダ国防副大臣はポーランドの防衛産業

発展における韓国の重要性に触れ、ポーランドは韓

国の技術供与により、ヨーロッパにおける韓国製装

備品の整備、補修などのサービス拠点となり、防衛

産業成長の可能性を指摘した。 

 

トゥスク首相とフォン・デア・ライエン欧州委員会委員

長による「欧州のための計画」の発表【５月７日】 

５月７日、カトヴィツェで開催された欧州経済会議

に参加したトゥスク首相とフォン・デア・ライエン欧州

委員会委員長は、安全保障問題や起業家への支

援、欧州の価値観の保護などを前提とする「欧州の

ための計画」を発表した。同計画には、①国防費増

額の重要性、②欧州委員会国防担当委員の任命、

③起業家への支援、④エネルギー転換・気候変動政

策・グリーン・ディール政策に対するアプローチ、⑤

欧州の価値観の保護、⑥欧州におけるポーランドの

主導的役割が含まれている。 
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金融政策決定会合、公定金利を６．７５％に据え置き

【５月９日】 

金融政策決定会合（ＲＰＰ）は、２０２１年と２０２２

年に相次いで利上げを実施した後、主要金利を６．７

５％に据え置いた。２０２３年９月と１０月に２回の利

下げを行い、６．７５％に引き下げた。３月の１２ヵ月

インフレ率は、食料品の付加価値税率が５％に戻っ

たため、予想通り２％となった。需要主導の物価上

昇を反映する４月のコア・インフレ率は４％と予想さ

れており、ＲＰＰが金利を引き下げるのは難しい。こ

れは借り手にとっては不利だが、貸出金利が高い（１

１．５％）ため、銀行の利益にとっては非常に有利で

ある。  

ＥＵの財政政策を見ても、金利引き下げによる金

融緩和を行う国が増えている（スウェーデン、ハンガ

リー、チェコ）。７月以降、電気・ガス料金の大幅値上

げが予定されている。

欧州魅力度調査で、ポーランドは６位【５月３日】 

ＥＹの欧州魅力度調査報告書によると、欧州にお

ける外国直接投資（ＦＤＩ）は２０２２年比で４％減少し、

投資によって欧州で創出された雇用数も７％減少し

た。しかし、ポーランドはプロジェクト数で１６位から６

位に順位を上げ、投資家が最も魅力的と考える上位

１０カ国に返り咲いた。ポーランドも３％の減少を経

験したにもかかわらず、サプライチェーンの再編成に

より、製造業のプロジェクト数が増加した。同レポート

では、イギリス、スペイン、フランスが上位を占めた。

欧州のＦＤＩ市場の悪化は、ＧＤＰの低迷、高インフレ、

政治的緊張、規制上の制約、欧州での手続きに時

間がかかることなどに起因している。

 

ポーランド大手飲料メーカーがデポジット制度の合

弁会社を設立【４月２９日】 

 ポーランドの大手飲料メーカー１２社は、競争・消

費者保護局（UOKiK）に合弁会社の設立を申請した。

この構想は、２０１３年６月１３日に制定された包装・

容器包装廃棄物管理法で義務付けられた新しいデ

ポジット制度を管理するための代表的な事業体を設

立することを目的としている。 

 参加企業には、コカ・コーラ HBC ポルスカ、ペプシ

コーラ・ジェネラル・ボトラーズ・ポーランド、ネスレ・ポ

ルスカ、レッドブル、ジヴィエツ・ズドロイなどが含ま

れる。２０２５年１月１日からポーランドで実施される

このデポジット制度は、自治体から出る混合廃棄物

を減らし、リサイクル率を高めることを目的としている。

３リットルまでの使い捨てペットボトル、１．５リットル

までの再利用可能なガラス瓶、１リットルまでの金属

缶が対象となる。 

 あらゆる規模の小売業者が、これらのパッケージ

の飲料を販売する場合、預託金を徴収する。２００平

方メートル以上の大型店はこれらのパッケージの返

品を受け入れなければならないが、小規模店は自主

的に参加することができる。 

 

ポーランド国営空港会社がショパン空港の拡張を発

表【５月２日】 

 ポーランド国営空港会社（ＰＰＬ）のイルクフＣＥＯは、

２０２６年後半にワルシャワ・ショパン空港の拡張工

事を開始予定であると発表した。投資額は２４億ズロ

チと見積もられている。ＰＰＬは、２０２５年半ばまでに

投資戦略を確定し、２０２６年後半に建設を開始する

ことを目指している。この拡張工事には、シェンゲン

エリアと非シェンゲンエリアのゲート数の増加、大型

機用のコンタクトポジションの調整、北側連絡橋と駐

車場の近代化が含まれる。この拡張工事は２０２９

年に終了し、２０３５年までに全額償却予定である。

この拡張により、同空港は年間約３，０００万人の旅

客に対応できるようになり、ポーランド航空ＬＯＴのよ

うな航空会社をサポートできるようになる。また、モド

リン空港とラドム空港で合わせて１，０００万人の旅

客に対応し、２０３２年にはこれらの３つの空港で年

間４，０００万人の旅客が利用することを期待してい

る。 

 

中古電気自動車と充電ステーションに対するＥＵ補

助金【５月７日】 

 ポーランドの自動車保有台数はＥＵで４番目に多い

が、１５年落ちの中古車が中心で、欧州平均より２．

６年古い。最も古い自動車のほとんどは個人所有の

ものである。中古電気自動車への補助金として、３

億７，３７０万ユーロ（約１６億ズロチ）が割り当てられ

る予定である。２０２３年の登録台数は７３７，０００台

で、全販売台数の６１％以上を占める。調査によると、

中古車の購入に最低１０万ズロチをかけたいと考え

ている購入者はわずか７％で、５７％は５万ズロチを

上限としている。電気自動車の中古車市場は急成長

しており、２０２４年３月には前年同月比７６％増とな

経    済 

経済政策 

マクロ経済動向・統計 

ポーランド産業動向 
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り、平均年式は７年を超えていない。 

 自動車購入にはインセンティブが必要だが、充電イ

ンフラも必要である。２０１７年から２０２３年にかけて、

ＥＵ全域での電気自動車の販売台数は、充電ステー

ションの設置台数の３倍の速さで増加した。２０３０年

までにＣＯ２削減目標を達成するためには、ＥＵ域内

で年間８倍の充電ステーションを建設する必要があ

る。昨年は１５万台強が設置され、現在では６３万台

以上が利用可能であるが、２０３０年までに３５０万台

が設置されなければならない。 

 

 

旧与党、気候・環境大臣に対する不信任案を提出

【４月２６日】 

現在は野党となっているポーランドの「法と正義

（ＰｉＳ）」の議員たちが、気候・環境大臣に対する不信

任決議を議会下院に提出したと発表した。 

ＰｉＳのワルデマール・ブダ議員は金曜日、国会内

で記者会見し、「気候・環境分野における無能と混乱

の規模は信じられないほどだ」と述べた。 

 彼は、「基本的に、気候・環境省のすべての決定と

すべての動きは、何らかのスキャンダルを含んでい

る」と主張した。「我々はパウリナ・ヘンニグ＝クロス

カ気候・環境大臣に対する不信任案を提出する」とブ

ダ議員は発表した。 

 

ＩＡＥＡによるポーランドの原子力発電計画に対する

評価【４月３０日】 

 国際原子力機関（ＩＡＥＡ）のレビューミッションにお

いて、ポーランドの原子力発電計画に必要なインフ

ラ整備が評価され、ＩＡＥＡの報告書によるとポーラン

ドは原子力発電に向けて進捗している。  

 レビューチームは、ポーランドが初の原子力発電

所の入札や契約交渉を開始する準備が整っている

かを評価し、原子力インフラを改善し、建設に備える

ための勧告を行った。主な改善分野は、法的・規制

的枠組みの改善、調達・建設段階の準備作業の完

了などである。ポーランドとＩＡＥＡは、ポーランドの原

子力計画に対する継続的な支援を確保するため、

ミッションの調査結果に基づき、統合作業計画を更

新する。 

 

ＰＳＥは風力発電を抑制【５月１日】 

国営送電会社ＰＳＥは１日、全国電力系統（ＮＰＳ）

における再生可能エネルギーによる発電の余剰と、

系統の調整能力を回復する必要性から、風力発電

所の非市場ベースの出力抑制を導入すると発表した。 

時間帯にもよるが、抑制幅は３２１ＭＷから１，８２

１ＭＷ。このような状況では、出力が抑制された電源

の所有者は補償を受けることになる。国営送電会社

がこのような措置をとるのは、出力を抑制することな

くＮＰＳのバランスをとる他の方法を使い果たし、電

力を海外に売却するなど、余剰分を処分する経済的

正当性がない場合である。 

 

電気自動車の購入、リース、レンタルへの補助金計

画【５月２日】 

 ２日、ペウチンスカ・ナウェンチ基金・地域政策大臣

は、政府が採択した国家復興計画（ＫＰＯ）修正案に

おいて内燃自動車への課税は含まれないと述べた。

同大臣は欧州委員会と交渉し、内燃自動車に対す

る課税を放棄し、電気自動車などのゼロ・エミッショ

ン車の購入、リース、長期レンタルに適用される補助

金を優先する。政府はまた、購入から４年以内の中

古電気自動車の購入にも補助金を出す予定である。 

３年以上経過した内燃自動車を同時に廃車する場

合は、補助金が増額される。年収１３．５万ズロチ未

満の人には補助金の増額を申請できる。補助金が

交付される価格には上限が設けられ、新車は２２．５

万ズロチ、中古車は１５万ズロチとなる。さらに、人口

１０万人以上の都市では規制が導入され、クリーン

交通ゾーンが設けられる見込みで、関連する法律は

年内に成立予定である。 

 

エネルギー消費者を支援する新たな措置に関する

法案を採択【５月６日】 

 ガフコフスキ副首相兼デジタル化大臣は、６日にカ

トヴィツェで開催された政府の会議でいわゆるエネ

ルギーバウチャーを含むエネルギー消費者を支援す

る新たなスキームに関する法案が承認されたと発表

した。同法案によると、ポーランドの家庭のエネル

ギー価格の上限は、２０２４年後半には現在の１ＭＷ

ｈ当たり４１２ズロチ（９６ユーロ）から５００ズロチ（１１

６ユーロ）に引き上げられる。地方自治体、公共団体、

中小企業の電力料金の上限は、１ＭＷｈ当たり６９３

ズロチ（１６０ユーロ）に設定される。 

 新しい制度では、エネルギー価格の上昇を緩和す

るため、エネルギーバウチャーと呼ばれる裕福でな

い世帯が利用可能な現金給付で補完される。単身

世帯では１人当たり２，５００ズロチ（５８０ユーロ）以

下、多人数世帯では１人当たり１，７００ズロチ（３９５

ユーロ）以下の所得の世帯がバウチャーの対象とな

る。１人世帯の場合は３００ズロチ（７０ユーロ）、２～

３人世帯の場合は４００ズロチ（９３ユーロ）、４～５人

世帯の場合は５００ズロチ（１１６ユーロ）、６人以上

の場合は６００ズロチ（１４０ユーロ）となる。また、 

電気を用いた暖房を利用する世帯には、エネルギー

バウチャーが２倍になる。 

ヘンニグ＝クロスカ気候・環境大臣は、この新しい

制度によって少なくとも３５０万世帯がカバーされると

述べた。同制度はポーランドに８２億ズロチ（１９億

ユーロ）の費用がかかると予想されている。同大臣

エネルギー・環境 
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によると、２０２４年下半期には、一般家庭の電気代

が上半期に比べて２９％近く上昇すると予想され、ガ

ス代も１５％上昇すると予測されている。 

 

ＣＣＳに関するボレスタ副大臣発言【５月６日】 

ポーランド政府によれば、ＣＯ₂回収・貯留技術のコ

ストはまだ高すぎる。一部のヨーロッパ諸国はすでに

投資を諦めている。クシシュトフ・ボレスタ気候・環境

副大臣は、ポーランド政府が１年以内に炭素回収・

貯留（ＣＣＳ）戦略を採択すると発表した。この文書は、

ゼロ・エミッション技術の使用が不可能であるか、あ

るいは長期にわたって採算が取れない産業にとって、

特に興味深いものである。これは、主に化学、石油

化学、鉄鋼、セメントメーカーに関係する。彼らは主

にＣＣＳ投資に関心を持っている。というのも、排出

量削減の要求が高まる中で、ＣＯ₂回収設備にお金を

かけるか、ますます高くなる排出枠にお金を払うかと

いうジレンマに直面することになるからだ。 

ボレスタ副大臣は、ＣＣＳを支援する方法について

話し合う用意があることを産業界に確約したが、政

府はＥＵの資金を当てにしていることを強調した。ま

た「現在、特別なインフラをゼロから建設するコスト

は高い、将来、経済の特定の分野で、排出量を削減

する代替手段がどのようになるかはわからない」、と

彼は述べた。 

 

ポーランド初の原発稼働計画を２０４０年に後ろ倒し

【５月７日】 

 ２０３２年にポーランド初の大規模原子力発電所を

稼働するという前政権の計画は非常に楽観的である

として、７日、チャルネツカ産業大臣はカトヴィツェで

開 催 さ れ た 欧 州 経 済 会 議 （ European Economic 

Congress）において、ポーランドは２０４０年に最初の

大規模原子力発電所を稼働させることを慎重に想定

していると述べた。前政権は、ポーランドに少なくとも

１ヶ所、場合によっては２ヶ所の原子力発電所を建

設することを決定し、そのために米国や韓国を含む

複数のパートナー候補との協議を開始した。 

 チャルネツカ産業大臣は、「前政権が２０３２～２０３

３年を想定していたことは楽観的すぎる」と述べ、バ

ンド戦略的エネルギー・インフラ担当政府全権委員も

同じ時間的展望であると語った。 

 ２０２０年からの現行のポーランド原子力開発計画

（ＰＰＥＪ）では、国庫が１００％所有し、国営原子力発

電会社（ＰＥＪ）が投資・運営を行うこととし、総発電容

量６～９ＧＷの原子力発電所２ヶ所の建設を想定し

ている。前政権は、最初の原子力発電所のパート

ナーとして、米国のウェスチングハウス・ベクテル・コ

ンソーシアムを選んだ。気候・環境省は、今年ＰＰＥＪ

を更新予定であると述べている。 

 

石炭資産分離の政府決定【５月８日】 

石炭火力発電所を電力会社グループから切り離

す方法について、メディアで嵐のような議論が交わさ

れた後、意思決定者と電力会社の新経営陣との間

で、石炭火力発電所を電力会社から完全に切り離す

という目標を維持する会議が何度か開かれた。先週

末前には、エネルギーを所管する各大臣と電力会社

および石炭会社の社長による重要な会議が開かれ

た。最終的に、政府は電力会社と石炭火力発電所

の分離について合意に達した。 

カトヴィツェで開催された欧州経済会議（European 

Economic Congress）で、チャルネツカ産業大臣は、

国庫が石炭火力発電資産の分離に関心を持ってい

ることを確認した。このプロセスは今年中に開始され、

２０２５年に完了する予定である。 

国営電力会社である PGE と Tauron の社長である

マジェッツ氏とロット氏は、石炭火力発電所をできる

だけ早く電力会社から分離するよう訴えている。一方、

国営電力会社 Enea 社のキネルスキ社長と産業大臣

自身は、この分離プロセスを段階的に実施すること

を選択している。 

 

国立研究開発センターにおけるポーランドの企業や

科学者に対するＥＵ資金【５月２日】 

 ポーランドの国立研究開発センター（ＮＣＢＲ）は、

ポーランドの起業家や科学者による革新的なプロ

ジェクトのためのＥＵ資金４６０億ズロチを送金したと

発表した。これらの資金は、健康、技術、輸送、農業、

教育など様々な分野を支援している。 

 注目すべきプロジェクトは以下の通り。 

・SuperHand： ４００万ズロチが資金提供された最新

の義手は、患者に日常的な作業を行う能力を提供す

る。 

・Fancy Fence： 革新的なフェンス・システムで、不要

なときは隠され、公共スペースを効果的に保護する。

若い学生らの中でデジタル及び起業家精神を向上さ

せることを目的としたプログラムで、３２０万ズロチが

支援されている。 

・Musicon： １００万ズロチの資金援助により開発さ

れた教育・治療用音楽ツール。 

 これらのプロジェクトは、ポーランドの研究開発およ

び教育部門を向上させ、地域と欧州の目標を結びつ

けるポーランドの先進性を示している。 

  

ポーランド国内の鉱床でウランを発見【５月２日】 

 Świętokrzyska Grupa Przemysłowa Industria 社は、

シフィエントクシスキエ県の鉱床でウランを発見した

と発表した。今後数ヶ月間、同社は鉱床の規模と採

掘方法を決定するため、さらなる調査を実施する。同

社はまだ正確な発見場所を明らかにしていないが、

複数の金属を含む多金属鉱床であることには言及し

ている。２０２１年、同社は気候・環境省に対して、当

科学技術 
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該地域での存在が確認されたウランを含む鉱床を探

索する許可を申請していた。 

 

ＡＧＨクラクフ大学と芝浦工業大学の協定署名２０周

年【５月８日】 

 ８日、２００４年に締結されたＡＧＨクラクフ大学と芝

浦工業大学の協力協定の２０周年を記念し、ＡＧＨク

ラクフ大学において式典が開催された。両大学の協

力は、学術交流、共同研究に発展しており、式典で

はダブルディグリープログラムの修士課程を修了

した５名、博士課程を修了した１名に対し、両大学

より学位の授与があった。 

 

２０２２年における人口あたりの刑務所収容者数が

EU 加盟国内で２番目に【４月２９日】 

 ４月２９日、欧州委員会統計局（Ｅｕｒｏｓｔａｔ）が EU

加盟国の刑務所制度に関する報告書を発表し、２０

２２年現在のポーランドにおける人口あたりの刑務

所収容者数の割合が EU 加盟国内で２番目に高いこ

とが明らかになった。ポーランドでは、人口１０万人

あたり１９０人が刑務所に収容されている。ハンガ

リーが最も割合が高かった。一方、国内で過密状態

にある刑務所の割合が１００％となっている国が１１

か国もある中、ポーランドでは、過密状態の刑務所

の割合は８０％となっており、比較的状況が悪くない

とのデータも示された。 

 

国営石油・ガス会社Ｏｒｌｅｎのスイス子会社社長と

シーア派組織「ヒズボラ」との関係等に関する報道

【４月２９日】 

 ４月２９日、ニュースサイト「Ｏｎｅｔ」は、国営石油・ガ

ス会社Ｏｒｌｅｎの前社長ダニエル・オバイテク氏が、事

前に治安当局等からレバノンのシーア派組織「ヒズ

ボラ」との関係性等が警告されていた人物をスイス

の子会社に就任させていたことなどを報じた。「Ｏｎｅｔ」

の報道について、ポーランドの複数のメディアが取り

上げた。 

オバイテク氏は、２０２２年、レバノン出身実業家で

ポーランド国籍を有するサメール・A 氏をＯｒｌｅｎのス

イスの子会社の社長に就任させた。内務省公安庁

（ＡＢＷ）とＯｒｌｅｎのセキュリティ部門は、サメール・A

氏について、イラン革命防衛隊の支援を受けている

レバノンのシーア派組織「ヒズボラ」と関係を有する

ほか、イランとの違法な石油取引に関与している疑

いがあるため、同氏を就任させないよう警告していた

が、オバイテク氏は、この警告を無視し、サメール・Ａ

氏を就任させたと指摘されている。さらに、サメール・

A 氏のもと、この子会社が、約１６億ズロチの損失を

生じさせたことも報じられている。同社は、ベネズエ

ラ産石油の購入を契約した仲介業者に約１６億ズロ

チを前払いしたが、石油はポーランドに届かず、前払

い金も回収できなかったとされる。 

この報道を受け、トゥスク首相は、４月２９日、「国

家の治安の重要問題、すなわちＯｒｌｅｎ前社長の十

数億ズロチの損失とヒズボラとの関係に関し、本日、

検事総長と特務機関調整官を招集した。ポーランド

国民は真実を知らなければならない」と投稿した。４

月３０日、検察当局は、スイスの子会社の約１６億ズ

ロチの損失と、オバイテク氏やサメール・A 氏と「ヒズ

ボラ」との関係性について捜査を開始したことを発表

した。 

ワルシャワ市内におけるユダヤ教礼拝施設の襲撃

事案【４月３０日】 

 ４月３０日深夜、ワルシャワ市内に位置する「ノジク」

シナゴーグ（ユダヤ教の礼拝施設）へ火炎瓶が投げ

られる事案が発生した。シナゴーグ外壁の一部が焼

け焦げたが、負傷者はなかった。５月１日、ワルシャ

ワ警察本部は、内務省公安庁（ＡＢＷ）との協力のも

と、同市ベモウォ地区のアパートで容疑者のポーラ

ンド人の少年（１６歳）を逮捕した。   

この事件を受け、ドゥダ大統領は、５月１日、X（旧

ツイッター）で、「ポーランドに反ユダヤ主義の場所は

ない。」として同事件を批難した。また、シコルスキ外

相も、「ポーランドのＥＵ加盟記念日を誰かが妨害し

ようとしているのだろうか。もしかすると、パリでダビ

デの星を落書きした者と同じ人たちなのか。」とＸに

投稿した。在ポーランド米国大使館も、X において、

「ワルシャワの「ノジク」シナゴーグへの攻撃を強く非

難する。我々はシナゴーグのメンバーとポーランドの

ユダヤ人コミュニティと連帯する。我々は反ユダヤ主

義と闘う全ての人々を支援する。」とコメントした。 

 

ポーランドの裁判官がベラルーシへ亡命【５月６日】 

５月６日、ベラルーシ国営通信社「Ｂｅｌｔａ」は、ポー

ランドの裁判官トマシュ・シュミット氏が、同日に首都

ミンスクで行われた記者会見で、ベラルーシ当局へ

保護を求めたことを報じた。同通信社の報道による

と、シュミット氏は、現在のポーランド当局の方針や

活動に同意できないほか、独自の政治的見解を理

由に迫害と脅迫を受けているため、ポーランドを離れ

ることを余儀なくされたと訴えている。さらに、同氏は、

ルカシェンコ大統領に向けて保護を求めた上で、「ベ

ラルーシは賢明な指導者が率いる大きな可能性を

秘めた国であると考えている」と付け加えた。また、

記者会見中、ワルシャワの最高裁判所長官に送った

とする書簡を提示し、裁判官の職を即時辞任すると

発表した。同氏が X で公開した書簡の中では、「裁判

官を辞任することは、ポーランドがベラルーシとロシ

アに対して行っている不公平で有害な政策に対する

抗議の表明である」と記されている。 

治   安   等 
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５月６日、内務省公安庁は、シュミット氏がその職

責と担当していた事件に関連してアクセスできた機

密情報の範囲を確認するための捜査を開始したこと

を明らかにした。５月８日には、検察庁が、刑法第１

３０条第２項に基づく容疑で捜査を開始したことを発

表した。同項では、「外国諜報機関の活動に参加す

る者やその代理として活動する者が国家に損害を与

える可能性のある情報を外国諜報機関に提供した

者」に関する罰則が規定されている。 

 

カトヴィツェ市における欧州経済会議の会場で盗聴

器が発見【５月７日】 

 ５月７日、治安当局は、同日に南部カトヴィツェ市で

欧州経済会議が開催される予定であった部屋で盗

聴器を発見したことを明らかにした。同会議には、

トゥスク首相とフォン・デア・ライエン欧州委員長が出

席する予定であった。治安当局は事前に機器で盗聴

器を探知し、撤去した。 

 

トゥスク首相が特務機関調整評議会を招集【５月８日】 

５月８日、トゥスク首相は、シュミット裁判官のベラ

ルーシへの亡命を受け、過去数年間のポーランド政

府内におけるロシアとベラルーシの影響力を明らか

にするとして、特務機関調整評議会を招集した。同

評議会は、内務省公安庁（ＡＢＷ）、対外諜報庁（Ａ

Ｗ）、軍防諜局（ＳＫＷ）等で構成され、首相が議長を

務める。首相は、評議会において、ロシアとベラルー

シの潜在的な影響に関する報告書の作成を指示し

た。また、首相は、評議会後の記者会見で、「法と正

義（ＰｉＳ）の政権下において、ロシア又はベラルーシ

による政府への影響の可能性を示す一部の訴訟が

中止された」と述べたほか、５月１０日に再度評議会

を招集するとした。 

 

ポーランド国境警備隊がロシア軍亡命者を拘束【５

月８日】 

５月８日、ポーランド国境警備隊はベラルーシとの

国境でロシア軍亡命者を拘束したと発表した。その

男はロシア軍文書を保有しており、私服で非武装

だったと報じた。国境警備隊は、Ｘのプラットフォーム

で、「彼はベラルーシからポーランドの国境を不法に

超えた４１歳男性であり、更なる調査がされる予定で

ある」と公表した。 

 

ロシア情報機関と関係するハッカー集団「ＡＰＴ２８」

によるマルウェア攻撃【５月８日】 

 ５月８日、政府のインターネット調査機関「ＮＡＳＫ」

は、ポーランドの政府機関が、最近、ロシア連邦軍参

謀本部情報総局（ＧＲＵ）と関係のあるハッカー集団

「Advanced Persistent Threat28（ＡＰＴ２８）」によるマ

ルウェア攻撃を受けたことを報告した。この攻撃は、

ＮＡＳＫと国防省のコンピュータインシデント対応チー

ムが検知した。ＮＡＳＫによると、ＡＰＴ２８による攻撃

では、受信者の興味を喚起し、マルウェアが仕込ま

れたリンクをクリックさせるよう促す電子メールが複

数送信されていた。

クラクフ領事出張サービスのご案内(２０２４年５月２５日（土）） 

２０２４年５月２５日（土）にクラクフ市において、同市周辺に在留、在勤する邦人の皆様のため、在外選挙人

名簿登録の申請、旅券（パスポート）の申請または交付、各種証明の申請、戸籍・国籍の届出等を取り扱う領

事出張サービスを実施します。同サービスの利用には予約が必要ですので、当館領事班ウェブサイトをご確認

の上、事前の手続をお願いします。実施日時や会場等は下記のとおりです。  

  

１ 実施日：２０２４年５月２５日（土曜日）  

２ 実施時間：９時３０分から１２時１５分、１３時１５分から１６時００分まで 

３ 会場：Mercure Kraków Stare Miasto（ホテル内 会議室） 

４ 住所：ul.Pawia 18/B, 31-154 Kraków 

５ 予約方法や必要書類に関するお知らせ 

  ＊https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100650200.pdf 

 

能登半島地震災害義援金について(ポーランド国内の口座) 

 令和６年（２０２４年）１月１日に発生した能登地方を震源とする地震で被災された方々を支援するための災害

義援金について、ポーランド国内の口座についても開設しているところ、下記のとおりお知らせいたします。 

  

1 ズロチ口座 

 銀行名：  BANK POLSKA KASA OPIEKI SPÓŁKA AKCYJNA 

 住所  ：  ul. Żubra 1, 01-066 Warszawa 

 口座名：  AMBASADA JAPONII 

         ul. Szwoleżerów 8, 00-464 Warszawa 

  口座番号：02 1240 6292 1111 0011 3418 0435 

大使館からのお知らせ 

https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100650200.pdf
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2 ユーロ口座 

 銀行名： BANK POLSKA KASA OPIEKI SPÓŁKA AKCYJNA 

 住所 ：  ul. Żubra 1, 01-066 Warszawa 

 口座名： AMBASADA JAPONII 

          ul. Szwoleżerów 8, 00-464 Warszawa 

 口座番号：91 1240 6292 1978 0011 3418 0103 

  

（注１）上記の口座に振り込みいただいた義援金につきましては、取りまとめの上、日本政府宛に送金された後、

被災者に分配されることとなります。 

 また、特に御希望がある場合には日本赤十字社宛に送金することも可能です。その場合は、送金情報の備

考欄に「To Japanese Red Cross Society」と記載してください（記載がない場合には、日本政府宛として受け付

けます。）。 

（注２）被災地の各地方公共団体においても、義援金受入口座を開設しておりますので、各地方公共団体の

HP を御確認ください。 

 なお、石川県の災害義援金情報は以下のリンクにより御確認ください。 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/suitou/gienkinr0601.html 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では、「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降、一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており、今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え、イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ、以下のテロ対策をお願いします。 

１ 外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に、日頃から注意を怠らないようにする。 

２ 以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設、観光地周辺の道路、記念日・祝祭日等のイベント会場、レストラン、ホテル、ショッピング・モール、

スーパーマーケット、ナイトクラブ、映画館等人が多く集まる施設、教会・モスク等宗教関係施設、公共交通機

関、政府関連施設（特に軍、警察、治安関係施設）等。  

３ 上記２の場所を訪れる際には、周囲の状況に注意を払い、不審な人物や状況を察知したら速やかにその場

を離れる、できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え、その場の状況に応じた安全確保に十分注意を払う。 

４ 現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には、警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

５ 不測の事態の発生を念頭に、訪問先の出入口や非常口、避難の際の経路、隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

テロ・誘拐対策に関しては、以下も併せて参照してください。 

（１）パンフレット「海外へ進出する日本人・企業のための爆弾テロ対策 Q＆A」 

（パンフレットは、https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html に掲載。） 

（２）パンフレット「海外旅行のテロ・誘拐対策」 

（パンフレットは、http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html に掲載。） 

（３）ゴルゴ 13 の中堅・中小企業向け海外安全対策マニュアル 

（マニュアルは、http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html に掲載） 

６ テロの類型別留意事項は以下のとおりです。 

【車両突入型テロ】 

●ガードレールや街灯などの遮へい物がない歩道などでは危険が増すことを認識する。 

●歩道を歩く際はできるだけ道路側から離れて歩く。 

【爆弾、銃器を用いたテロ】 

●爆発や銃撃の音を聞いたら、その場に伏せるなど直ちに低い姿勢をとり、頑丈なものの陰に隠れる。 

●周囲を確認し、可能であれば、銃撃音等から離れるよう、低い姿勢を保ちつつ速やかに安全なところに退

避する。閉鎖空間の場合、出入口に殺到すると将棋倒しなどの二次的な被害に遭うこともあるため、注意が

必要。 

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/suitou/gienkinr0601.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/anzen_info/golgo13xgaimusho.html
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●爆発は複数回発生する可能性があるため、爆発後に様子を見に行かない。 

【刃物を用いたテロ】 

●犯人との距離を取る。周囲にある物を使って攻撃から身を守る。 

【イベント会場、空港等の屋内でのテロ】 

●不測の事態の発生を念頭に、出入口や非常口、避難の際の経路等についてあらかじめ入念に確認する。 

●会場への出入りに際しては、混雑のピークを外し、人混みを避ける。 

●セキュリティが確保されていない会場の外側や出入口付近は危険であり、こうした場所での人混みや行列

は避けるようにする。空港等では、人の立入りが容易な受付カウンター付近に不必要に近寄ったり長居した

りすることはせず、セキュリティ・ゲートを速やかに通過する。 

●二次被害を防ぐため、周囲がパニック状態になっても冷静に行動するよう努める。 

 

孤独・孤立及びそれに付随する問題でお悩みの方へ 

 外務省では、２０２１年７月から、日本のＮＰＯ５団体と連携し、在外邦人の皆様がＮＰＯ団体にチャットやＳＮＳ

を通じて直接相談することを支援する取り組みを開始しました。下記リンク先よりＮＰＯ５団体の取組などが紹

介されておりますので、ご関心のある方は是非ご活用下さい。 

（外務省海外安全ＨＰ） https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.htmｌ 

 

「在留届」の提出及び「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を、３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。共にオンラインでの提出・登録が可能です。渡航先の最新安全情報や、緊急時の大使館又は総領事

館からの連絡を受け取ることができます。また、家族や友人、職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておく

ようにしてください。 

また、「在留届」をご提出いただいた方におかれましては、ご帰国やお引っ越し、ご提出いただいた記載内容

に変更があった場合には、「変更届」や「帰国・転出届」の提出をお忘れなくお手続き下さい。 

下記リンク先から「在留届」の提出及び「たびレジ」に登録することができます。 

（在留届）  https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html 

（たびレジ） https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

マイナンバーカード取得について 

 マイナンバーカードは、安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤で、多様化・拡大する様々な手続・

サービスを個人が広く利用できるようにするために不可欠な本人確認ツールです。 

マイナンバーカードは、マイナンバーが記載された顔写真入り・ＩＣチップ付きのカードで、役所に行かなくても

日本国内のコンビニエンスストアで住民票の写しや課税証明書など各種の証明書を取得できるなど様々な利

点があり、２０２１年から一部の医療機関で健康保険証としても使えるようになっています。 

現時点では、日本国内に住民登録のない海外居住者は、マイナンバーカード及び電子証明書を取得・利用

することはできませんが、令和６年中に海外居住者もマイナンバーカード等の利用・取得・更新ができるように

なる見込みで、現在、在外公館におけるマイナンバーカードの交付等の方法も検討されています。 

マイナンバーカードの交付手数料は無料です。今後は、市区町村の申請窓口が混み合うことが予想されま

すので、帰国後速やかに取得申請を行って頂くよう、お願い申し上げます。 

 

有効期間１０年の旅券の発給申請可能年齢等の引き下げについて 
成年年齢が２０歳から１８歳に引き下がる民法の改正（平成３０年）に伴い、旅券法の一部改正を行った

ことにより、令和４年４月１日以降、有効期間が１０年の旅券の申請可能な年齢及び、旅券発給申請に当た

り親権者の同意が不要となる年齢が１８歳以上となります。 

 

旅券のオンライン申請等の開始について 
２０２３年３月２７日から旅券の申請手続きをオンラインで行うことができるようになりました。オンラ

イン申請を行っていただければ、在外公館に来館する必要はなくなりますので、是非ご活用下さい。オンラ

イン申請を行うためには、スマートフォンへの在留邦人用旅券申請アプリのインストールやオンライン在留

届（ＯＲＲネット）への登録が必要となります。なお、新規旅券の受取は、引き続き当館に来ていただく必

要がありますのでご留意下さい。 

詳細：https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf 

 

https://www.anzen.mofa.go.jp/life/info20210707.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/RRnet/index.html
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
https://www.pl.emb-japan.go.jp/files/100484349.pdf
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〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間 

平日 ９:００ – １２:３０及び１３:３０ – １７:００ 

 

問合せ 先：在ポーラン ド日本大 使館広報文化 セン ター（電話 ： ２ ２-５ ８４- ７３ ００ 、E メール： info-

cul@wr.mofa.go.jp、住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa） 

 

 

〔開催中〕教育美術展「広重～浮世絵の世界への旅～」【４月２８日（日）～１１月３日（日）】 
クラクフ市の日本美術技術博物館Mangghaにて、教育美術展「広重～浮世絵の世界への旅～」が開催中です。

浮世絵の作り方を紹介する教育美術展で、来客はワークショップに参加も可能で、歌川広重氏の作品とその

浮世絵のアニメーションプロジェクトに参加するもできる。入場は有料です。 

開催場所： Muzeum Sztuki i Techniki Japońskiej Manggha, Kraków 

 

〔開催中〕第３回「桜・ヴロツワフ日本インスピレーションデー」【５月９日（木）～１９日（日）】 

ヴロツワフ市にて、ザジェヴィエ基金とノヴェ・ホリゾンティ基金により「第３回『桜・ヴロツワフ日本イ

ンスピレーションデー』」が開催中です。日本文化を紹介する総合的なイベント及び映画祭で、様々なパフ

ォーマンスやワークショップ、上映会などが予定されています。参加費は無料ですが、入場が有料のイベン

トがあります。 

開催場所：ヴロツワフ市の映画館、博物館、日本庭園など様々な文化施設 

 

〔予定〕 Pohanasujmy! 日本語で話してみよう！ 【５月２３日（木）１７：３０～１８：３０】  

日本語ネイティブの方もお気軽にご参加いただける日本語交流会です。参加登録はこちらから（参加

無料）：https://forms.office.com/r/36xhQzwi8m?origin=lprLink  

開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話：２２ -５８４ -７３ ００，E メール：

info-cul@wr.mofa.go.jp，住所：Al. Ujazdowskie 51，Warszawa） 

 

文化行事・大使館関連行事 

本資料は、ポーランドの政治・社会情勢を中心に、各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので、記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく、 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では、読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため、皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント、困ったことなど、皆様に伝えたいと思われる情報があれば、下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など、内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は、ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」、「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」、「配信を停止したい」等の依頼につきましては、下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp
https://forms.office.com/r/36xhQzwi8m?origin=lprLink
mailto:info-cul@wr.mofa.go.jp%EF%BC%8C%E4%BD%8F%E6%89%80%EF%BC%9AAl
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

